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当面の見通し 

日本経済 

国内経済は、雇用環境や住宅市況に改善がみられるものの、トランプ政権に対する

不透明感やＦＲＢの金融政策に対する思惑などから、企業の慎重姿勢は継続してお

り、回復は緩やかなペースにとどまるものと予想する。 

米国経済 

米国経済は、良好な企業の生産活動や雇用環境を下支えに回復の動きが継続すると

思われるものの、金融政策正常化の動きやトランプ政権の政策の遅れが消費活動や

生産活動に悪影響を及ぼす可能性があることにも注意する必要がある。 

短期金利 

短期金利は、日銀の「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」政策が維持されるな

か、日銀当座預金残高の増減要因に影響を受けながら、現状程度の水準で、マイナ

ス圏での推移が継続していくものと予想する。 

債券市場 

(長期金利) 

国内長期金利は、海外では金融政策の正常化に向けた動きがみられるなかでも、国

内においては日銀が金利水準維持の姿勢を明確に示していることから金利上昇余

地は乏しく、当面は０．１０％近辺を上限に落ち着いた推移が続くものと予想する。

株式市場 

国内株式相場は、安倍政権の支持率低下やトランプ政権のロシアゲート疑惑を背景

に、日米政治リスクが意識されつつあることから上値は追いづらいものの、良好な

企業決算期待を背景に下げ幅は限られるものと予想する。 

為替市場 

ドル／円相場は、９月のＦＯＭＣでバランスシートの縮小に着手するとの思惑など

から日米金融政策の違いが意識され、円が売られやすい地合いが続くと思われるこ

とから、値を戻す展開になると予想する。 

主な想定レンジ 

実 績 値     ４月 ５月 ６月 向こう１ヵ月間の予想 

ＴＩＢＯＲ３ヵ月  ０.０５７％  ０.０５７％  ０.０５７％ ０．０３０～０．０７０％

新発１０年国債  ０．０１０％  ０．０５５％  ０．０８５％ ０．０１０～０．１１０％

日経平均 １９，１９６ １９，６５０ ２０，０３３ １９,５００～２１,０００円

ドル／円相場 １１１．４９ １１０．７８ １１２．３９ １０９.００～１１４.００円

（実績値：各月末の市場実勢） 

 



１．日本経済の展望 

（１）直近の動向 

日本銀行が７月３日に発表した「全国企業短期経済観測調査」（日銀短観、６月調査）によると、

企業の景況感を示す業況判断ＤＩ値は、大企業では、製造業が前回（３月）調査比＋５ポイントの

１７、非製造業が同＋３ポイントの２３となった。海外景気の回復や欧州政治の先行き不透明感の

後退などを受けて、製造業・非製造業ともに改善となった。 

先行きについては、大企業では、製造業が同▲２ポイントの１５、非製造業が同▲５ポイントの

１８となった。足許で企業の景況感に改善の兆しがみられるものの、海外景気の回復に懐疑的な見

方から、先行きに対する企業の慎重姿勢は依然として強く、製造業・非製造業ともに悪化となった。

（２）中期的見通し 

国内経済は、一部に改善の遅れがみられるものの、緩やかな回復基調が続いている。 

 生産面では、５月の鉱工業生産指数（確報）は前月比▲３．６％と２ヵ月ぶりに減少した。製造

工業生産予測調査によると、６月は同＋２．８％、７月は同▲０．１％と、一進一退の動きが見込

まれる。 

 需要面では、５月の新設住宅着工戸数は、前年比▲０．３％と３ヵ月ぶりに減少したことに加え、

５月の実質消費支出（速報、２人以上世帯）は同▲０．１％と１５ヵ月連続で減少しており、弱含

みの動きが続いている。 

以上より、国内経済は個人消費に改善の遅れがみられるものの、雇用環境や住宅市況の改善を背

景に緩やかな回復基調が続くものと予想する。ただし、米国トランプ政権の政策運営に対する不透

明感に加えて、ＦＲＢによる追加利上げやバランスシート縮小に対する思惑などから、企業の生産

活動や設備投資が抑制され、景気が下振れるリスクには注意する必要があると考える。 

国内金融政策 

日銀は、７月１９、２０日の金融政策決定会合において、「長短金利操作付き量的・質的金融緩

和」政策の維持を賛成多数で決定した。経済の見通しについては、「緩やかな拡大を続けるとみら

れる」とし判断を据え置いた。また、物価の見通しを下方修正し、物価上昇率２％の達成時期を２

０１８年度頃から２０１９年度頃へと先送りした。次回は、９月２０、２１日に開催。 
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２．米国経済の展望 

（1）直近の動向 

企業の景況感を示す６月のＩＳＭ製造業景況指数は前月比＋２．９ポイントの５７．８と２ヵ月

連続での上昇となった。非製造業景況指数も前月比＋０．５ポイントの５７．４と２ヵ月ぶりに上

昇した。製造業及び非製造業ともに新規受注指数の改善が全体を押し上げる要因となった。双方と

も市場予想を上回る結果となり、企業景況感が引き続き良好であることを示す結果となった。 

雇用に関しては、６月の非農業部門雇用者数は前月比＋２２２千人と２ヵ月ぶりに２００千人を

上回った。失業率は前月比＋０．１ポイントの４．４％と小幅に上昇したものの、賃金は緩やかな

上昇基調を維持しており、雇用環境は引き続き良好であることを示す結果となった。 

 個人消費については、６月の小売売上高は前月比▲０．２％と２ヵ月連続で減少した。自動車・

関連部品が増加に転じたものの、百貨店や外食等の減少が小売売上高全体の伸びを抑える要因とな

った。 

（2）中期的見通し 

米国経済は、良好な企業の生産活動や雇用環境を下支えに回復の動きが継続すると思われる。 

 生産面については、６月の鉱工業生産は前月比＋０．４％と５ヵ月連続で上昇した。主力の製造

業が前月のマイナスからプラスに転じ、特にＩＴ関連や自動車セクターが全体を押し上げる要因と

なった。ＩＳＭ製造業景況指数の新規受注指数も改善しており、設備稼働率も上昇していることか

ら製造業の生産は引き続き緩やかな回復を続けると考える。 

 需要面については、小売売上高をはじめここもとの経済指標では弱めの結果が続いているもの

の、良好な雇用環境と底堅い米国株式相場の資産効果により堅調に推移すると考える。 

ただし、７月のミシガン大学消費者信頼感指数(速報値)では現状指数が上昇した一方で、期待指

数が２ヵ月連続で低下しており、先行きに対する見通しが悪化している中での米国の金融政策正常

化の動きやトランプ政権の政策の遅れが、消費活動や生産活動に悪影響を及ぼす可能性があること

にも注意する必要がある。 

米国金融政策 

ＦＲＢは、７月２５、２６日のＦＯＭＣで政策金利を１．００％～１．２５％に据え置くことを全

会一致で決定した。声明文では、物価の現状認識をやや下方修正し、バランスシートの正常化プロ

グラムは比較的早期に開始することとした。次回ＦＯＭＣは９月１９、２０日に開催。 

 

 



３．短期金融市場 

（1）直近の動向 

無担保コール翌日物金利は、出合いのレートが▲０．０６～▲０．０４％台で推移した。資金の

出し手は、投資信託の運用資金を受託する信託銀行に加えて、一部の地方銀行、投信会社が中心と

なった。一方資金の取り手は、マイナス金利適用残高までに余裕のある都市銀行、信託銀行、地方

銀行、証券会社が中心となった。足許では、税揚げの影響により日銀当座預金の減少がみられるも

のの、出合いのレートへの影響は限定的で、▲０．０５～▲０．０４％近辺で推移している。 

インターバンクのターム物金利についても、マイナス圏での推移が継続した。主な出し手はマイ

ナス金利の適用が懸念される地方銀行であり、１週間物～１ヵ月物程度の出合いがみられたもの

の、翌日物と比較すると積極的な取引はみられなかった。 

ＴＩＢＯＲ３ヵ月物金利は、上述のインターバンク市場の動向を反映して、０．０５％後半で横

ばいに推移している。 

（2）中期的見通し 

無担保コール翌日物金利は、日銀当座預金の政策金利残高に適用される▲０．１％を意識したマ

イナス圏での取引が継続されると予想する。８月の年金入金により日銀当座預金の増加が見込まれ

ることで、出合いのレートは▲０．０７～▲０．０１％程度で推移すると予想する。 

 インターバンク市場のターム物金利についても、引き続きマイナス圏での取引が継続するものと

予想する。翌日物と比較して出合いは限定的であるが、▲０．１％を下限とした取引が行われると

考える。 

 ＴＩＢＯＲ３ヵ月物金利については、インターバンク市場のターム物金利が横ばい圏で推移して

いることを受けて、ゼロ％をやや上回る水準での推移を予想する。 

日銀は、７月の金融政策決定会合において、現行の「長短金利操作付き量的・質的金融緩和」政

策の維持を賛成多数で決定した。また、物価見通しを下方修正したことなどを受けて、マイナス金

利政策が当面の間維持されるとの見方から、短期金利は日銀当座預金残高の増減要因に影響を受け

ながら、現状の水準で推移することを予想する。 

（3）予想レンジ 

   無担保コール翌日物 金利 ▲０．０７０％ ～ ▲０．０１０％  

ＴＩＢＯＲ ３ヵ月物金利     ０．０３０％ ～   ０．０７０％  

 

 

 



４．債券市場(長期金利) 

（1）直近の動向 

国内長期金利は、海外金利が落ち着いた推移となるなか０．０５％を中心とした動意に乏しい

展開が続いていたが、６月下旬にドラギＥＣＢ総裁が現行の金融緩和策の縮小を示唆する発言を

行ったことから欧州主導で世界的に金利が上昇し、一時は２月以来となる０．１０５％まで上昇

した。しかし、７月７日に日銀が国債買入れオペの増額と指値オペを同時に実施するなど一段の

金利上昇を抑える姿勢を示したことで国内長期金利は低下に転じると、その後欧州の金融当局者

が緩和継続の必要性に言及したことで世界的にも金利は低下基調となり、更には下旬のＦＯＭＣ

ではインフレ率の低迷に懸念が示されるなど、足許で金利上昇に繋がる材料は乏しく０．０７％

近辺での推移となっている。 

（2）中期的見通し 

日銀は、７月１９、２０日の金融政策決定会合において現行の「長短金利操作付き量的・質的

金融緩和」政策の維持を賛成多数（賛成７、反対２）で決定した。景気の基調判断については「緩

やかに拡大している」との表現に引き上げた一方で、物価目標の達成時期については「２０１９

年度頃」とし、従来よりも１年間後ずれさせた。次回は９月２０、２１日に開催。 

国内長期金利は、ＦＲＢのバランスシート縮小に向けた動きやＥＣＢの金融緩和縮小に対する

思惑といった、金融政策の正常化に向けた動きがみられるなかでも、国内では日銀が現行の政策

スタンスを維持する姿勢を明確に示していることから、当面は０．１０％近辺を上限とした落ち

着いた推移が継続するものと予想する。また、海外の長期金利も金融正常化を徐々に織り込むこ

とで、落ち着いた推移が予想されるほか、国内の金融政策に関しても次回の日銀金融政策決定会

合からは現行の金融緩和策に反対を続けていた２名の審議委員が交代しての体制となり、新たな

審議委員は現行政策には賛成に回ると考えられていることから、こうしたことも長期金利の低位

安定した推移に繋がるものと予想する。 

（3）予想レンジ 

   １０年国債利回り ０．０１０％～０．１１０％  

（4）新発債発行状況（７月債） 

 クーポン 平均落札価格 平均落札利回り 応札倍率 

１０年国債 ０．１００％ １００．２０円 ０．０７９％ ４．７７ 

政府保証債（１０年） ０．１６０％ １００．００円 ０．１６０％ － 

共同発行公募地方債 ０．２２５％ １００．００円 ０．２２５％ － 

 



５．株式市場 

（1）直近の動向 

６月下旬から継続した欧州発のグローバルな金利上昇の動きが重しとなるなか、７月に入ると東

京都議選の結果や北朝鮮によるＩＣＢＭ発射などの地政学リスクの高まりを受けて、日経平均株価

は２万円を割り込む展開となった。その後は、米国雇用者数の伸びが市場予想を大幅に上回ったこ

とでドルが１１４円５０銭近辺まで上昇し、日本株も月中高値の２０，２００円８８銭まで買い戻

されたものの、米国の軟調な経済指標を背景にドル安が進行したことで再び株安地合いとなった。

下旬にかけては、日銀金融政策決定会合での金融緩和政策維持が好感され買い戻される場面もみら

れたが、結局はドルが１１０円台まで下落したことが売り材料となり、足許では２万円を挟んだ揉

み合いが続いている。 

（2）中期的見通し 

国内株式相場は、上値は追いづらいものの下げ幅は限られる展開を予想する。 

ここもとはＥＣＢやＦＲＢの金融政策の変更時期や内容に注目が集まるなか、物価動向や賃金上

昇の動きに鈍さがみられるなかでは金利上昇余地も限られるものと考えられ、目先は円安ドル高地

合いが強まることは想定しづらい。また、トランプ政権に対するロシアゲート疑惑が根強く残るほ

か、国内でも安倍政権の支持率が大幅に低下するなど、日米で政治リスクが意識されつつあること

から、日本株を積極的に買うには至りづらい状況が継続するものと考える。 

ただし、日銀金融政策については現状の緩和政策を維持する姿勢がみられており、下落時には日

銀によるＥＴＦ買いが引き続き株価の支えとなることや、国内主要企業の四半期決算が本格化する

なかで良好な決算が期待されることから、下値では押し目待ちの投資家による買戻しの動きが出や

すいものと考え、下げ幅は限られるものと予想する。 

（3）予想レンジ 

日経平均株価  １９，５００円～２１，０００円  

 

 

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

21,000

22,000

15/07 15/09 15/11 16/01 16/03 16/05 16/07 16/09 16/11 17/01 17/03 17/05 17/07

日米株価の推移

日経平均（単位￥） ＮＹダウ (単位＄）

 
 

 

 



６．為替市場 

（1）直近の動向 

ドル／円相場は、欧米の金融政策の正常化に対する思惑から円が売られる地合いとなるなか、予

想を上回る米国のＩＳＭ製造業景況指数や雇用統計の結果も相場の追い風となり一時１１４円台

半ばまで上昇した。その後は、イエレンＦＲＢ議長による議会証言で物価の見通しについて慎重な

姿勢が示されたことなどからドル売りに転じ、さらに、予想を下回る米国の消費者物価指数の結果

やロシアゲート問題に関する報道も嫌気され、利益確定などの売りが続き１１１円を割り込んだ。

足許では、一時１１２円台を回復する場面がみられたものの、ＦＯＭＣでバランスシートの縮小に

早期に着手する姿勢が示された一方で、物価の現状認識について慎重な姿勢が示されたことから上

値の重い展開となっている。 

ユーロ／円相場は、６月の下旬に開催されたＥＣＢフォーラムでドラギ総裁が物価や景気見通し

に対して前向きな姿勢を示しユーロ買いが強まるなか、ドイツのメルケル首相がＥＣＢによる金融

政策の正常化に期待を示したこともユーロ買いに拍車をかけ一時１３０円７７銭まで上昇した。そ

の後は、利益確定などの売りもみられたものの、ＥＣＢ理事会後のドラギ総裁の記者会見で秋の会

合で量的緩和の縮小を議論することが示唆されると再びユーロが買われる展開となった。 

（2）中期的見通し 

ドル／円相場は、足許ではここもと急ピッチでドル高・円安が進展した反動から一時１１１円を

割り込む動きとなった。しかしながら、９月のＦＯＭＣでバランスシートの縮小が開始されるとの

見方が多いことや、８月下旬にはジャクソンホールシンポジウムでイエレンＦＲＢ議長やＥＣＢド

ラギ総裁による講演が予定されているなか、改めて日米欧の金融政策の違いが意識され、円が売ら

れやすい地合いになると思われる。したがって、目先は下値を探る展開となっているものの、徐々

に底を固め、値を戻す展開になると予想する。 

ユーロ／円相場は、ここもと急ピッチで上昇した反動などから利益確定などの売りも想定される

ものの、ＥＣＢによる量的緩和の縮小に対する思惑からユーロが買われやすい地合いに変化はない

と思われる。こうしたなか、日銀による緩和的な金融政策が継続するとの見方も相場を支え、底堅

い展開になると予想する。 

（3）予想レンジ（１ヵ月） 

   ドル／円相場     １０９．００円 ～ １１４．００円 

   ユーロ／円相場   １２７．００円 ～ １３３．００円 

 
 



公共債､外貨預金､投資信託､保険商品､通貨スワップ取引､金利スワップ取引､特約付クーポンスワップ取引に関するご留意事項 

 
各商品のお申込みの際は、最新の「契約締結前交付書面（投資信託の場合は、目論見書・補完書面）、保険商品の場合は、契約概要、注意喚起情報、ご契約のしおり・（定款）・約款および特別勘定のし

おり（変額保険商品のみ）」をお渡ししますので、内容を十分お読みのうえ、ご自身でご判断ください。「契約締結前交付書面」などは、足利銀行の本支店の店頭にご用意しております。当行では、お客

さまに合った商品をご提案しております。ご相談の内容によりましては、ご購入いただけない場合もございますので、予めご了承ください。なお、一部お取扱いできない店舗があります。 

 

公共債について 

【投資リスク】 債券（個人向け国債を除く）の価格は、金利変動等により変動しますので、償還前に売却する場合には、投資元本を下回るおそれがあります。また、発行者の信用状況の悪化や発行者

に対する外部評価の変化等により、損失を被ることがあります。 

【費用等】 債券を購入する場合は、購入対価のみお支払いいただきます。ただし、個人向け国債をご購入の際に「初回の利子の調整額」、国債（個人向け国債を除く）をご購入の際に｢経過利子｣が必

要となる場合があります。 

●公共債は、預金ではなく、預金保険の対象ではありません。●償還日（満期日）に額面金額にて償還されます。●債券の利払時期には、買取・中途換金のできない期間があります。●いったん約定

が成立したお取引きは、取消しや内容の変更ができません。●新発債（国債）を発行日より前にご購入される場合は、その国債が予定通り発行されることを条件としてご購入いただきます。このため、

国の都合により、その国債の発行が延期または中止となった場合には、ご購入の約定は取消されます。また、ご購入代金をお支払い済みの場合は、お客さまの指定預金口座にご購入代金を返金い

たします。なお、返金するご購入資金には付利いたしません。●お申込みの際は、最新の「契約締結前交付書面」をお渡ししますので、内容を十分ご確認いただいたうえで、ご自身でご判断ください。

「契約締結前交付書面」は、足利銀行の本支店の店頭にご用意しております。●当行では、お客さまに合った商品をご提案しております。ご相談の内容によりましては、ご購入いただけない場合もご

ざいますので、予めご了承ください。●一部お取扱いできない店舗があります。●マル優・特別マル優のお取扱いは、障がい者の方や寡婦年金を受給されている方などが対象になります。 

【個人向け国債について】 

●個人向け国債を中途換金する際は、原則として※「直前 2 回分の各利子（税引前）相当額×0.79685」により算出される中途換金調整額が、売却される額面金額に経過利子を加えた金額より差し引か

れることになります。 

※ 発行から一定期間の間に中途換金する場合には、上記の中途換金調整額が異なることがあります。詳しくは、お取引きのある本店又は支店にお問い合わせください。 

●個人向け国債は発行から 1 年間、原則として中途換金はできません。なお、保有者がお亡くなりになった場合、又は災害救助法の適用対象となった大規模な自然災害により被害を受けられた場合

は、発行から1年以内であっても中途換金が可能です。 

外貨預金について 

【投資リスク】 外貨預金は、為替相場の変動によりお引出時の円貨額がお預入れ時の円貨額（投資元本）を下回るおそれがあります。 

【費用等】 お預入れ時の円貨から外貨への換算レートには当日の TTS レート(対顧客電信売相場)を、お引出時の外貨から円貨への換算レートには当日の TTBレート(対顧客電信買相場)をそれぞれ

適用します。そのため、為替相場の変動がない場合でも換算レートの差 (TTS－TTB、米ドルの場合2円、ユーロの場合3円、オーストラリアドルおよびニュージーランドドルの場合4円、中国人民元

の場合 60 銭) があるため、円に戻した際、投資元本を下回るおそれがあります。お預入れ・お引出方法や通貨により手数料等が異なるため、手数料等の金額や上限額または計算方法を表示するこ

とができませんのでご了承ください。中国人民元等の新興国通貨については、政府の通貨政策や市場環境の変化などにより、流動性や市場機能が大きく低下した場合等には、やむを得ずお取引き

を停止させていただく可能性があります。 

●外貨預金は、預金保険の対象ではありません。当行の信用状況により、お客さまが損失を被るリスク（信用リスク）があります。●外貨定期預金において中途解約は原則としてお取扱いできません。

ただし、やむを得ない事情により中途解約する場合には、外貨普通預金の利率が適用となります。また、中途解約に伴う損害金をご負担していただく場合があります。 

投資信託について 

【投資リスク】 投資信託は、値動きのある証券（株式、債券など）に投資しますので、市場環境等により基準価額が変動します。なお、新興国の金融市場や政情は一般的に先進国よりも不安定で脆弱

な面があり、先進国市場への投資に比べ、より大幅に価額が変動することがあります。また、外貨建資産に投資する場合には、為替相場の変動による影響も受けます。したがって、元本・分配金は保

証されているものではなく、基準価額の下落により損失を被り、投資元本を下回るおそれがあります。  

【費用等】 お申込みにあたっては、当行所定のお申込手数料（お申込金額に対し最大 3.24%(税込)）がかかります。保有期間中は、信託報酬(信託財産純資産総額に対し実質最大年 2.1384％(税込)程度)

が日々 信託財産から差引かれるほか、監査報酬、有価証券等売買時の売買委託手数料、外貨建資産保管費用、信託事務の諸費用等がかかりますが、これらはファンドにより異なるため具体的な金

額等を表示できません。詳細は各ファンドの｢契約締結前交付書面(目論見書・補完書面)｣にてご確認ください。また、一部のファンドでは換金時に、信託財産留保額が基準価額から差引かれます。手数

料等の合計額については、お申込金額、保有期間等により異なるため表示することができませんのでご了承ください。 

●投資信託は、預金ではなく、預金保険の対象ではありません。●投資信託は、設定・運用を投信会社が行う商品です。●投資信託の運用による損益は、投資信託を購入されたお客さまに帰属しま

す。●当行でご購入いただいた投資信託は、投資者保護基金の対象ではありません。●一部の投資信託には、信託期間中に中途換金できないものや、特定日にしか換金できないものがあります。 

保険商品について 

【投資リスク】 ●変額保険商品は、国内外の株式・債券等で運用しており、運用実績が保険金額や積立金額・将来の年金額などの増減につながるため、株価や債券価格の下落、為替相場の変動によ

り、積立金額、解約返戻金額は既払込保険料を下回ることがあり、損失が生ずるおそれがあります。 

●定額保険商品のなかには、市場金利に応じた運用資産の価格変動が解約返戻金に反映される商品があります。この商品の場合、市場金利の変動により解約返戻金が既払込保険料を下回ることが

あり、損失が生ずるおそれがあります。具体的には、中途解約時の市場金利がご契約時と比較して上昇した場合には、解約返戻金は減少し、逆に、下落した場合には増加することがあります。●外

貨建保険商品は、為替相場の変動により、お受取りになる円換算後の保険金額がご契約時における円換算後の保険金額を下回ることや、お受取りになる円換算後の保険金額が、既払込保険料を下

回ることがあり、損失を生ずるおそれがあります。 

●保険会社の業務または財産の状況の変化により、保険金額、年金額、給付金額などが削減されることがあります。なお、生命保険契約者保護機構の会員である生命保険会社が経営破綻に陥った

場合、保険契約者保護の措置が図られることがありますが、この場合にも削減が行われることがあります。 

【費用等】 商品によっては、契約初期費用、保険関係費用、資産運用関係費用、また中途で解約された場合は解約控除等の費用をご契約者さまにご負担いただく場合があります。その際、商品によっ

てご負担いただく手数料の項目・呼称・手数料率・計算方法（合計額を算出する方法も含む）等は異なるため、一律の算出する方法を表示することができませんのでご了承ください。●保険商品は、預

金ではなく、預金保険の対象ではありません。●保険商品は各保険会社を引受会社とする商品で、当行は各商品における契約締結の媒介をおこないます。●保険商品のお申込みの有無が当行とお

客さまとの他の取引に影響を与えることはありません。●各商品に関する内容をご説明させていただく前にお客さまにご確認・ご同意いただく事項があります。●当行では、お客さまに合った商品を

ご提案しております。ご相談の内容によりましては、ご契約いただけない場合もございますので、予めご了承ください。●法令上の規則を踏まえ、商品によっては、お客さまの当行への融資お申込

状況やお勤め先等により、当行でお申込みいただけない場合があります。●保険会社による保険金や給付金などのお支払いについて、受取人の故意による場合や、健康状態などについてお客さ

まが事実を告知されなかったり、事実と異なることを告知された場合などは、保険金や給付金などが支払われない場合があります。●現在ご加入中の保険契約を解約･減額など見直した場合は、お

客さまに不利益が生じる可能性があります。また、新たにお申込みになるご契約を、健康上などの理由で、保険会社が引受できない場合がありますので、ご注意ください。●ご検討にあたっては、各

商品のパンフレット、契約概要・注意喚起情報、ご契約のしおり・（定款）・約款、および特別勘定のしおり（変額保険のみ）等をお渡ししますので、内容を十分お読みのうえ、ご自身でご判断ください。こ

れらは、足利銀行の本支店の店頭にご用意しております。●一部お取扱いできない店舗があります。 

通貨スワップ取引、金利スワップ取引について 

【投資リスク】 ●通貨スワップ取引は、通貨の価格、金融市場の指標の変動等による影響を受けますので、為替相場や金利水準の動向によっては、通貨スワップの市場価格が下落し損失が生ずる

おそれがありますのでご注意ください。●金利スワップ取引は、市場金利の変動による影響を受けますので、市場金利水準の動向によっては、金利スワップの市場価格が下落し損失が生ずるおそ

れがありますのでご注意ください。●当行の経営・財務状況の変化などにより取引が清算される場合があり、それにより損失が発生する場合があります。 

【費用等】 通貨スワップ取引や金利スワップ取引に係る手数料など諸費用はかかりません。 

●通貨スワップ取引や金利スワップ取引は、預金保険の対象ではありません。●通貨スワップ取引や金利スワップ取引は原則、中途解約ができませんが、やむを得ない理由で当行が同意し、中途

解約に応じた場合、当行が提示する「清算金」をお支払いいただく場合があります。清算金の額は為替相場、市場金利等の動向によって変動します。 

特約付クーポンスワップ取引について 

【投資リスク】 ●特約付クーポンスワップ取引は、お取引期間中に為替相場が円高に振れた場合、本取引を行わなかった場合と比べて、実質コストが高くなる場合がありますのでご注意ください。●

特約付クーポンスワップ取引の市場価格は、基本的に市場の為替相場や金利水準の変化に対応して変動します。為替相場や金利水準の動向によっては市場価格が下落することがあります。また、

中途解約を行った際には、高額の清算金が生ずる場合があるほか、市場環境の変化によっては中途解約できない可能性がありますのでご注意ください。●当行の経営・財務状況の変化などにより

取引が清算される場合があり、それにより損失が発生する場合があります。 

【費用等】 特約付クーポンスワップ取引に係る手数料など諸費用はかかりません。 

●特約付クーポンスワップ（ノックアウト条項付）取引は、消滅条件が実現した場合には契約が終了するため、以降のヘッジ効果が失われるリスクがありますのでご注意ください。●特約付クーポン

スワップ（レバレッジ条項付）取引は、市場の為替相場が権利行使価格以上の円高となった場合、貴社の外貨受取が為替相場より割高となるうえ、受渡額が当初予定の2倍となるリスクがありますの

でご注意ください。 
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登録金融機関 関東財務局長（登金）第４３号 
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